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第１章  総則  

（設置）  

第１条  生鮮水産物及びその加工品の取引の適正化とその生産及び流通の円滑化を

図り，もって市民等の生活の安定に資するため，地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２４４条第１項の規定に基づき，卸売市場（以下「魚市場」という。）

を設置する。  

（定義）  

第２条  この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めると

ころによる。  

（１） 卸売業者  卸売市場法（昭和４６年法律第３５号。以下「法」という。）  



第２条第４項に規定する卸売業者であって，第１０条第１項の許可を受けた者  

をいう。  

（２）  買受人  第２０条第１項の承認を受けて卸売業者から卸売を受ける者を  

いう。  

（魚市場の名称，位置及び面積）  

第３条  魚市場の名称，位置及び面積は，次のとおりとする。  

（１）  名称  ひたちなか市地方卸売市場  

（２）  位置  ひたちなか市和田町三丁目１１番１１号  

（３）  面積  敷地  ８，２９５平方メートル  

内卸売場  ３，２２７平方メートル  

（取扱品目）  

第４条  魚市場における取扱品目の部類は，次のとおりとする。  

水産物部  生鮮水産物及び加工水産物（以下「生鮮水産物等」という。）  

（開場の期日）  

第５条  魚市場は，次に掲げる日を除き，開場する。ただし，市長は，必要がある

と認めるときは，これを臨時に開場し，又は休場することができる。  

（１）  日曜日  

（２）  １２月３１日から翌年の１月３日まで  

（開場の時間）  

第６条  魚市場の開場の時間は，午前６時３０分から午後５時までとする。ただし，

市長は，魚市場の運営上必要があると認めるときは，臨時にこれを変更すること

ができる。  

（変更の周知）  

第７条  市長は，魚市場の開場の期日又は時間を変更したときは，その旨を周知す

るものとする。  

（開設者の責務）  

第８条  市長は，魚市場の業務の運営に関し，卸売業者，買受人その他の魚市場に

おいて売買取引を行う者に対して不当に差別的な取扱いをしてはならない。  

 

第２章  魚市場関係事業者  

第１節  卸売業者  

（卸売業者の数）  

第９条  卸売業者の数は，次のとおりとする。  



水産物部  １  

（卸売の業務の許可）  

第１０条  卸売の業務（魚市場に出荷される生鮮水産物等について，その出荷者か

ら卸売のための販売の委託を受け，又は買い受けて，魚市場において卸売をする

業務をいう。以下同じ。）を行おうとする者は，規則で定めるところにより，市

長の許可を受けなければならない。  

２  市長は，前項の許可の申請が次の各号のいずれかに該当するときは，同項の許

可をしてはならない。  

（１）  申請者が法人でないとき。  

（２）  申請者が，法の規定に違反して罰金の刑に処せられた者で，その刑の執   

行を終わり，又はその刑の執行を受けることがなくなった日から起算して

２年を経過しないものであるとき。  

（３）  申請者が，第１８条の規定による許可の取消しを受け，その取消しの日

から起算して２年を経過しない者であるとき。  

（４）  申請者の役員のうちに，次のいずれかに該当する者があるとき。  

ア  破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者  

イ  法の規定に違反して罰金の刑に処せられた者で，その刑の執行を終わり，

又はその刑の執行を受けることがなくなった日から起算して２年を経過しな

いもの  

ウ  第１８条の規定による許可の取消しを受けた法人にその処分を受ける原因

となった事項が発生した当時その法人の業務を執行する役員として在任して

いた者（当該事項の発生を防止するため相当の努力をした者でその旨を疎明

したものを除く。）で，その処分の日から起算して２年を経過しないもの  

（５）  申請者が卸売の業務を公正かつ的確に遂行するのに必要な知識及び経験

又は資力信用を有しない者であるとき。  

（６）  その許可をすることにより，卸売業者の数が前条に定める卸売業者の数

を超えることとなるとき。  

（保証金の預託）  

第１１条  卸売業者は，前条第１項の許可の通知を受けた日から起算して１０日以

内に，保証金を市長に預託しなければならない。  

２  卸売業者は，前項の規定による保証金の預託後でなければ，卸売の業務を開始

してはならない。  

（保証金の額）  



第１２条  前条の保証金の額は，１００万円とする。  

２  保証金は，現金をもって預託しなければならない。  

（保証金の充当）  

第１３条  市長は，卸売業者が第４０条第１項又は第４１条第１項の使用料その他

魚市場に関して市に納付すべき金額の納付を怠ったときは，当該卸売業者が預託

した保証金をこれに充てることができる。  

（保証金の返還）  

第１４条  保証金は，卸売業者が卸売の業務を廃止し，又はその業務の許可を取り

消された日から起算して３０日を経過した後でなければ，これを返還しない。  

（事業の譲渡等）  

第１５条  卸売業者が事業（卸売の業務に係るものに限る。）の譲渡をする場合に

おいて，譲渡人及び譲受人が当該譲渡について市長の認可を受けたときは，譲受

人は，卸売業者の地位を承継する。  

２  卸売業者である法人の合併の場合（卸売業者である法人と卸売業者でない法人

が合併して卸売業者である法人が存続する場合を除く。）又は分割の場合（卸売

の業務を承継させる場合に限る。）において，当該合併又は分割について市長の

認可を受けたときは，合併後存続する法人若しくは合併により設立された法人又

は分割により当該業務を承継した法人は，卸売業者の地位を承継する。  

３  第１項又は前項の認可を受けようとする者は，規則で定めるところにより，市

長に申請しなければならない。  

４  第１０条第２項の規定は，第１項又は第２項の認可について準用する。この場

合において，同条第２項中「前項の許可の申請」とあるのは「第１５条第１項又

は第２項の認可の申請」と，「同項の許可」とあるのは「これらの規定の認可」

と，「申請者」とあるのは「その申請に係る譲受人又は合併後存続する法人若し

くは合併により設立される法人若しくは分割により卸売の業務を承継する法人」

と読み替えるものとする。  

（名称変更等の届出）  

第１６条  卸売業者は，次の各号のいずれかに該当するときは，速やかに，その旨

を市長に届け出なければならない。  

（１）  名称又は所在地を変更したとき。  

（２）  役員に変更があったとき。  

（３）  卸売の業務を開始し，休止し，再開し，又は廃止したとき。  

２  卸売業者が解散したときは，清算人は，速やかに，その旨を市長に届け出なけ



ればならない。  

（事業報告書の作成等）  

第１７条  卸売業者は，事業年度ごとに，卸売市場法施行規則（昭和４６年農林省

令第５２号）第２１条第１項に定めるところにより，事業報告書を作成し，これ

を市長に提出するとともに，当該事業報告書（同条第３項に規定する財務に関す

る情報が記載された部分に限る。）について閲覧の申出があった場合には，同条

第４項に規定する正当な理由がある場合を除き，これを閲覧させなければならな

い。  

（卸売の業務の許可の取消し）  

第１８条  市長は，卸売業者が，第１０条第２項第２号若しくは第４号のいずれか

に該当することとなったとき，又は卸売の業務を遂行するのに必要な資力信用を

有しなくなったと認めるときは，同条第１項の許可を取り消さなければならない。 

２  市長は，卸売業者が次の各号のいずれかに該当するときは，第１０条第１項の

許可を取り消すことができる。  

（１）  正当な理由がないのに保証金を預託しないとき。  

（２）  正当な理由がないのに第１０条第１項の許可の通知を受けた日から起算

して１月以内に卸売の業務を開始しないとき。  

（３）  正当な理由がないのに引き続き１月以上卸売の業務を休止したとき。  

（せり人）  

第１９条  卸売業者が魚市場において行う卸売のせり人は，せりを遂行するのに必

要な経験，能力その他規則で定める要件を具備する者でなければならない。  

２  卸売業者は，前項に規定する要件を具備する者をせり人と定めたとき，又はそ

の者がせり人でなくなったときは，速やかに，その旨を市長に届け出なければな

らない。  

 

第２節  買受人  

（買受人の承認）  

第２０条  魚市場において卸売業者から卸売を受けようとする者は，規則で定める

ところにより，市長の承認を受けなければならない。  

２  市長は，前項の承認の申請が次の各号のいずれかに該当する場合を除き，同項

の承認をするものとする。  

（１）  申請者が破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者であるとき。  

（２）  申請者が卸売の相手方として必要な知識及び経験又は資力信用を有しな



い者であるとき。  

（３）  申請者が卸売業者であるとき。  

（４）  申請者（申請者が法人である場合にあっては，その代表者）が卸売業者

の役員又は使用人であるとき。  

（５）  申請者が，第２３条の規定による承認の取消しを受け，その取消しの日

から起算して２年を経過しない者であるとき。  

（６）  申請者が，第２３条の規定による承認の取消しを受けた法人にその処分

を受ける原因となった事項が発生した当時その法人の業務を執行する役員

として在任していた者（当該事項の発生を防止するため相当の努力をした

者でその旨を疎明したものを除く。）で，その処分の日から起算して２年

を経過しないものであるとき。  

（７）  申請者の役員のうちに，第２３条の規定による承認の取消しを受けた者

又はその処分を受けた法人にその処分を受ける原因となった事項が発生し

た当時その法人の業務を執行する役員として在任していた者（当該事項の

発生を防止するため相当の努力をした者でその旨を疎明したものを除く。）

で，その処分の日から起算して２年を経過しないものがあるとき。  

（買受人組合）  

第２１条  買受人は，買受人をもって組織する組合を設立したときは，その規約，

役員の氏名及び組合員数を市長に届け出るものとする。これらを変更したときも，

同様とする。  

（名称変更等の届出）  

第２２条  買受人は，次の各号のいずれかに該当するときは，速やかに，その旨を

市長に届け出なければならない。  

（１）  氏名若しくは名称又は住所若しくは所在地を変更したとき。  

（２）  法人である場合にあっては，役員に変更があったとき。  

（３）  卸売業者から卸売を受けることを廃止したとき。  

２  買受人が死亡し，又は解散したときは，当該買受人の相続人又は清算人は，速

やかに，その旨を市長に届け出なければならない。  

（買受人の承認の取消し）  

第２３条  市長は，買受人が，第２０条第２項第１号，第３号，第４号若しくは第

７号のいずれかに該当することとなったとき，又は買受人として必要な資力信用

を有しなくなったと認めるときは，同条第１項の承認を取り消すものとする。  

 



第３章  売買取引及び決済の方法  

（売買取引の原則）  

第２４条  魚市場における売買取引は，公正かつ効率的でなければならない。  

（売買取引の方法）  

第２５条  卸売業者が魚市場において行う卸売については，せり売り又は入札の方

法による。ただし，災害が発生した場合その他の規則で定める特別の事情がある

場合であって，市長がせり売り又は入札の方法により卸売をすることが適当でな

いと認めて承認したときは，定価売り又は相対売りの方法によることができる。  

（売買取引の単位）  

第２６条  売買取引の単位は，重量による。ただし，重量によることが困難である

と市長が認めるときは，重量以外の単位によることができる。  

（差別的取扱いの禁止）  

第２７条  卸売業者は，卸売の業務に関し，出荷者又は買受人に対して不当に差別

的な取扱いをしてはならない。  

（卸売の相手方の制限）  

第２８条  卸売業者は，卸売の業務については，買受人以外の者に対して卸売をし

てはならない。ただし，次に掲げる場合において，買受人側の意見を聴取し，買

受人の買受けを不当に制限することとならないと認められるときは，この限りで

ない。  

（１）  魚市場における入荷量が著しく多く，又は出荷された生鮮水産物等が買

受人にとって品目若しくは品質が特殊であるため，残品を生ずるおそれが

ある場合  

（２）  買受人に対して卸売をした後，残品を生じた場合  

（卸売業者についての卸売の相手方としての買受けの禁止）  

第２９条  卸売業者（その役員及び使用人を含む。）は，魚市場において生鮮水産

物等についてされる卸売の相手方として，生鮮水産物等を買い受けてはならない。

ただし，買受人に著しく不利益を及ぼさない範囲において，市長の承認を受けた

場合は，この限りでない。  

（卸売をした物品の引取り等）  

第３０条  買受人は，卸売業者から卸売を受けた物品を，速やかに引き取らなけれ

ばならない。  

２  取引の成立を記帳した後において，物品の減量，損傷その他損害を生じたとき

は，全て買受人の負担とする。ただし，正当な理由がある場合は，この限りでな



い。  

（売買取引の制限）  

第３１条  せり売り又は入札の方法による卸売の場合において，次の各号のいずれ

かに該当するときは，市長は，その売買を差し止め，又はせり直し若しくは再入

札を命ずることができる。  

（１）  談合その他不正な行為があると認めるとき。  

（２）  不当な価格を生じたとき，又は生ずるおそれがあると認めるとき。  

２  卸売業者又は買受人が次の各号のいずれかに該当するときは，市長は，売買を

差し止めることができる。  

（１）  売買について不正又は不当な行為があると認めるとき。  

（２）  買受代金の支払を怠ったとき。  

（衛生上有害な物品の売買の禁止等）  

第３２条  衛生上有害な物品は，これを魚市場において売買し，又は売買の目的を

もって魚市場に搬入し，若しくは所持してはならない。  

２  市長は，衛生上有害な物品があると認めるときは，その売買を差し止め，又は

撤去を命ずることができる。  

（売買取引の条件の公表）  

第３３条  卸売業者は，魚市場における売買取引の条件として，次に掲げる事項を

公表しなければならない。  

（１）  営業日及び営業時間  

（２）  取扱品目  

（３）  生鮮水産物等の引渡しの方法  

（４）  委託手数料その他の生鮮水産物等の卸売に関して出荷者又は買受人が負

担する費用の種類，内容及び額  

（５）  生鮮水産物等の卸売に係る販売代金の支払の期日及び方法  

（６）  売買取引に関して出荷者又は買受人に交付する奨励金その他の販売代金

以外の金銭（以下「奨励金等」という。）がある場合には，その種類，内

容及び額（その交付の基準を含む。）  

（卸売予定数量等の報告）  

第３４条  卸売業者は，毎開場日，規則で定めるところにより，当日卸売をする物

品について，品目ごとの数量を市長に報告するものとする。  

２  卸売業者は，毎開場日，規則で定めるところにより，当日卸売をした物品につ

いて，品目ごとの数量及び価格（消費税及び地方消費税に相当する金額を含む。）



を市長に報告するものとする。  

３  卸売業者は，規則で定めるところにより，その月の前月中に卸売をした物品に

ついて，品目ごとの数量及び価格（消費税及び地方消費税に相当する金額を含む。）

を市長に報告するものとする。  

（卸売業者による卸売予定数量等の公表）  

第３５条  卸売業者は，毎開場日，卸売のための販売の開始時刻までに，当日卸売

をする物品について，主要な品目の数量を公表するものとする。  

２  卸売業者は，毎開場日，卸売が終了した後速やかに，当日卸売をした物品につ

いて，主要な品目の数量及び価格（消費税及び地方消費税に相当する金額を含む。）

を公表するものとする。  

３  卸売業者は，規則で定めるところにより，その月の前月の委託手数料の種類ご

との受領額及び奨励金等の種類ごとの交付額（第３３条の規定によりその条件を

公表した委託手数料及び奨励金等に係るものに限る。）を，公表するものとする。  

（市長による卸売予定数量等の公表）  

第３６条  市長は，第３４条第１項の規定による報告を受けたときは，当日の卸売

のための販売の開始時刻までに，その日の主要な品目の数量並びに前開場日に卸

売がされた主要な品目の数量及び価格（消費税及び地方消費税に相当する金額を

含む。）を公表するものとする。  

（代金決済の方法）  

第３７条  卸売業者は，受託物品の卸売をしたときは，売買仕切書を作成するとと

もに，当該売買仕切書を添え，現金，送金その他の方法により，卸売をした日か

ら起算して１３日以内にその代金（消費税及び地方消費税に相当する金額を含む。）

を委託者に支払わなければならない。ただし，委託者との間に特約がある場合は，

この限りでない。  

２  買受人は，卸売業者から卸売を受けたときは，現金，送金その他の方法により，

卸売を受けた日から起算して１０日以内にその代金（消費税及び地方消費税に相

当する金額を含む。）を卸売業者に支払わなければならない。ただし，卸売業者

との間に特約がある場合は，この限りでない。  

 

第４章  魚市場施設の使用  

（魚市場の使用）  

第３８条  卸売業者は，魚市場の使用に当たっては，規則で定めるところにより，

市長の許可を受けなければならない。  



２  前項の規定による許可の期間は，ひたちなか市魚市場委員会の意見を聴いて，

市長が定める。  

（施設の使用）  

第３９条  卸売業者及び買受人（以下「業務者」という。）が使用する魚市場の施

設は，次のとおりとする。  

（１）  計算室及び入札室  

（２）  研修室  

２  業務者は，前項の施設の使用に当たっては，規則で定めるところにより，市長

の許可を受けなければならない。  

３  市長は，必要があると認めるときは，規則で定めるところにより，業務者以外

の者に対しても研修室の使用を許可することができる。  

４  魚市場の事務室及び会議室を使用しようとする者は，規則で定めるところによ

り，市長の許可を受けなければならない。  

（魚市場使用料）  

第４０条  第３８条第１項の許可を受けた者は，規則で定めるところにより，使用

料を納付しなければならない。  

２  前項の使用料の額（消費税及び地方消費税に相当する金額を含む。）は，当該

月の卸売金額の合計額の１，０００分の５の額とする。この場合において，その

額に１０円未満の端数が生じたときは，これを切り捨てるものとする。  

３  市長は，災害その他特別の事情があると認めるときは，第１項の使用料を減額

し，又は免除することができる。  

（魚市場施設使用料）  

第４１条  第３９条第２項から第４項までの許可（以下「使用許可」という。）を

受けた者（以下「使用者」という。）は，別表第１から別表第３までに定める額

の使用料を，これらの表で定めるところにより納付しなければならない。  

２  市長は，次に掲げる場合には，前項の使用料を減額し，又は免除することがで

きる。  

（１）  漁業者又は水産業に関係する団体が使用する場合  

（２）  水産業の振興に資する活動のための使用と認められる場合  

（３）  その他公益上減額し，又は免除する必要があると認める場合  

（費用の負担）  

第４２条  次に掲げる費用は，第３８条第１項の許可を受けた者その他市長が指定

する者の負担とする。  



（１）  電灯，電力，電話，水道並びに冷房及び暖房の設備の使用に要する費用  

（２）  汚物及びごみの処理に要する費用  

（３）  その他当該者の負担が適当と認められる費用  

（用途変更，原状変更，転貸等の禁止）  

第４３条  第３８条第１項の許可を受けた者及び使用者（以下「使用者等」という。）

は，当該魚市場の施設の用途若しくは原状を変更し，又は当該魚市場の施設の全

部若しくは一部を転貸し，若しくは他の者に使用させてはならない。ただし，市

長の承認を受けた場合は，この限りでない。  

（使用許可の取消し等）  

第４４条  市長は，次の各号のいずれかに該当するときは，使用者等に対し，第３

８条第１項の許可若しくは使用許可の全部若しくは一部を取り消し，又は魚市場

の使用の制限若しくは停止その他の必要な措置を命ずることができる。  

（１）  使用者等がこの条例及びこの条例に基づく規則の規定に違反したとき。  

（２）  使用者等が魚市場の管理及び運営上必要な市長の指示に従わないとき。  

（３）  使用者等が魚市場をその目的以外の目的に使用し，公益を害すると認め

られるとき。  

（４）  魚市場について災害の予防，衛生の保持その他管理上必要があると認め

るとき。  

（施設の返還）  

第４５条  使用者等の死亡，解散若しくは廃業又はその業務に係る許可の取消しそ

の他の理由により魚市場の施設の使用資格が消滅したときは，相続人，清算人，

代理人又は本人は，市長の指定する期間内に，当該施設を返還しなければならな

い。  

２  前項の場合において，相続人，清算人，代理人又は本人は，自己の費用で当該

施設を原状に回復しなければならない。ただし，市長が認める場合は，この限り

でない。  

（補修命令等）  

第４６条  市長は，故意又は過失により魚市場の施設を滅失し，又は損傷した者に

対し，その補修を命じ，又はその費用の弁償を命ずることができる。  

（施設の管理の委託）  

第４７条  市長は，必要があると認める場合には，魚市場の施設の管理の一部を卸

売業者に委託することができる。  

 



第５章  監督  

（報告及び検査）  

第４８条  市長は，魚市場の業務の適正かつ健全な運営を確保するため必要がある

と認めるときは，業務者に対し，その業務若しくは財産の状況に関する報告若し

くは資料の提出を求め，又はその職員に，業務者の事務所その他の業務を行う場

所に立ち入り，その業務若しくは財産の状況若しくは帳簿，書類その他の物件を

検査させることができる。  

２  前項の規定により立入検査をする職員は，その身分を示す証明書を携帯し，関

係者に提示しなければならない。  

３  第１項の規定による立入検査の権限は，犯罪捜査のために認められたものと解

釈してはならない。  

（改善措置命令）  

第４９条  市長は，卸売の業務の適正かつ健全な運営を確保するため必要があると

認めるときは，卸売業者に対し，その業務又は会計に関し必要な改善措置をとる

べき旨を命ずることができる。  

２  前項に定めるもののほか，市長は，魚市場の業務の適正かつ健全な運営を確保

するため必要があると認めるときは，業務者に対し，その業務に関し必要な改善

措置をとるべき旨を命ずることができる。  

３  市長は，魚市場の施設の適正かつ効率的な使用を確保するため必要があると認

めるときは，使用者等に対し，魚市場の施設の使用に関し必要な改善措置をとる

べき旨を命ずることができる。  

 

第６章  ひたちなか市魚市場委員会  

（ひたちなか市魚市場委員会）  

第５０条  市長の附属機関として，ひたちなか市魚市場委員会（以下「魚市場委員

会」という。）を置く。  

（所掌事務）  

第５１条  魚市場委員会は，次に掲げる事項を協議して，市長の諮問に答申し，又

は意見を具申するものとする。  

（１）  魚市場の施設・設備の改善，卸売の業務の運営等に関すること。  

（２）  その他市長が特に必要と認める事項  

（組織）  

第５２条  魚市場委員会は，委員１０人以内をもって組織する。  



（委員）  

第５３条  委員は，卸売業者，買受人その他の水産業の関係者及び学識経験を有す

る者のうちから市長が委嘱する。  

２  委員の任期は，２年とする。ただし，補欠の委員の任期は，前任者の残任期間

とする。  

３  委員は，再任されることができる。  

（委員長及び副委員長）  

第５４条  魚市場委員会に，委員長及び副委員長１人を置き，委員の互選により選

任する。  

第７章  雑則  

（秩序の保持等）  

第５５条  魚市場へ入場する者は，魚市場の秩序を乱し，又は公共の利益を害する

ような行為を行ってはならない。  

２  市長は，魚市場の秩序の保持又は公共の利益を図るため必要があると認めると

きは，魚市場へ入場する者に対し，入場の制限その他必要な措置をとることがで

きる。  

（委任）  

第５６条  この条例に定めるもののほか，この条例の施行に関し必要な事項は，規

則で定める。  

 

付  則  

（施行期日）  

１  この条例は，平成６年１１月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  この条例施行の日の前日までに，合併前の那珂湊市地方卸売市場の設置及び管

理等に関する条例（昭和４７年那珂湊市条例第２４号）の規定に基づきなされた

処分，手続その他の行為は，この条例の相当規定によりなされたものとみなす。  

付  則（平成９年条例第２号）抄  

（施行期日）  

１  この条例は，平成９年４月１日から施行する。  

付  則（平成１２年条例第３７号）  

この条例は，公布の日から施行する。  

付  則（平成１４年条例第４０号）  



この条例は，公布の日から施行する。  

付  則（平成１９年条例第３４号）  

（施行期日）  

１  この条例は，公布の日から施行する。ただし，第２条の規定は，平成２０年４

月１日から施行する。  

（特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正）  

２  特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（平成６年条例

第１２号）の一部を次のように改正する。  

〔次のよう〕略  

付  則（平成２６年条例第２２号）  

この条例は，公布の日から施行する。  

付  則（令和元年条例第２号）抄  

（施行期日）  

第１条  この条例は，令和元年１０月１日から施行する。  

（ひたちなか市地方卸売市場の設置及び管理条例の一部改正に伴う経過措置）  

第１７条  第１７条の規定による改正後のひたちなか市地方卸売市場の設置及び管

理条例別表第２及び別表第３の規定は，施行日以後の会議室及び研修室の使用に

係る使用料について適用し，施行日前の会議室及び研修室の使用に係る使用料に

ついては，なお従前の例による。  

（準備行為）  

第２９条  この条例の施行に関し，必要な使用料，手数料等の徴収その他の行為は，

施行日前においても行うことができる。  

付  則（令和２年条例第９号）抄  

１  この条例は，令和２年６月２１日から施行する。  

（経過措置）  

２  この条例の施行の際現に卸売市場法及び食品流通構造改善促進法の一部を改正

する法律（平成３０年法律第６２号）第１条の規定による改正前の卸売市場法（昭

和４６年法律第３５号。以下「旧法」という。）第５８条第１項の規定による許可

でひたちなか市地方卸売市場に係るものを受けている者は，この条例の施行の日

（以下「施行日」という。）に改正後のひたちなか市地方卸売市場の設置及び管

理条例（以下「新条例」という。）第１０条第１項の許可を受けたものとみなす。  

３  この条例の施行の際現に改正前のひたちなか市地方卸売市場の設置及び管理条

例（以下「旧条例」という。）第９条第１項の規定により預託されている保証金



は，新条例第１１条第１項の規定により預託された保証金とみなす。  

４  施行日前に卸売市場法の一部改正に伴う関係条例の整備に関する条例（令和元

年茨城県条例２０号）第１条の規定による廃止前の茨城県卸売市場条例（昭和４

６年茨城県条例第５１号）第１７条第２項の規定によりされている届出は，新条

例第１９条第２項の規定によりされた届出とみなす。  

５  この条例の施行の際現に旧条例第１６条第１項の承認を受けている者は，施行

日に新条例第２０条第１項の承認を受けたものとみなす。  

６  新条例第２０条第２項の規定は，施行日以後にされる買受人の承認の申請につ

いて適用し，施行日前にされた買受人の承認の申請については，なお従前の例に

よる。  

７  この条例の施行の際現に旧条例第３５条第２項の規定により委嘱されたひたち

なか市魚市場委員会の委員（以下「旧委員」という。）である者は，施行日に新条

例第５３条第１項の規定によりひたちなか市魚市場委員会の委員として委嘱され

たものとみなす。この場合において，その委嘱されたものとみなされる者の任期

は，同条第２項の規定にかかわらず，施行日における旧委員としての任期の残任

期間と同一の期間とする。  

８  施行日前に旧条例又はこれに基づく規則の規定によってした処分，手続その他

の行為であって，新条例又はこれに基づく規則の規定に相当の規定があるものは，

この付則に別段の定めがあるものを除き，新条例又はこれに基づく規則の相当の

規定によってしたものとみなす。  

９  市長は，新条例第１０条第１項の許可の申請があった場合において，申請者が，

施行日前に旧法の規定に違反して罰金の刑に処せられた者で，その刑の執行を終

わり，若しくはその刑の執行を受けることがなくなった日から起算して２年を経

過しないものであるとき，又は申請者の役員のうちに，施行日前に旧法の規定に

違反して罰金以上の刑に処せられた者で，その刑の執行を終わり，若しくはその

刑の執行を受けることがなくなった日から起算して２年を経過しないものがある

ときは，同条第２項の規定にかかわらず，同条第１項の許可をしてはならない。  

１０  前項の規定は，新条例第１５条第１項又は第２項の認可の申請があった場合

について準用する。この場合において，前項中「第１０条第１項の許可の申請」

とあるのは「第１５条第１項又は第２項の認可の申請」と，「申請者」とあるのは

「その申請に係る譲受人若しくは合併後存続する法人若しくは合併により設立さ

れる法人若しくは分割により卸売の業務を承継する法人」と，「同条第２項」と

あるのは「同条第４項において読み替えて準用する新条例第１０条第２項」と，



「同条第１項の許可」とあるのは「新条例第１５条第１項又は第２項の認可」と

読み替えるものとする。  

１１  新条例第１７条の規定は，令和２年度以後の年度分の事業報告書の提出につ

いて適用する。  

 

 

 

別表第１（第４１条関係）  

事務室使用料  

種別  単位  使用料  納付期日  納付者  

事務室  １平方メートル当たり  月５００円  毎月１０日  使用者  

備考  この表に掲げる金額には，消費税及び地方消費税に相当する金額を含まな

い。   

別表第２（第４１条関係）  

会議室使用料  

種別  使用時間及び使用料  

午前９時から午

後零時まで  

午後１時から午

後５時まで  

午後５時３０分

から午後９時ま

で  

納付期日  納付者  

大会議室  １，１００円  １，１００円  １，６５０円  使用当日  使用者  

小会議室  ７７０円  ７７０円  １，１００円  使用当日  使用者  

備考  この表に掲げる金額には，消費税及び地方消費税に相当する金額を含まな

い。  

別表第３（第４１条関係）  

研修室使用料  

種別  使用時間及び使用料  

午前９時から午

後零時まで  

午後１時から午

後５時まで  

午後５時３０分

から午後９時ま

で  

納付期日  納付者  

研修室  １，５４０円  ２，５７０円  ２，６９０円  使用当日  使用者  

備考  この表に掲げる金額には，消費税及び地方消費税に相当する金額を含まな

い。  

 


